



























































































































































Ⅴ．結 語 （提 案 ）
本研究の結果を生かしたコミュニティ・スクールか
らスクール・コミュニティへの展開方策について具体
的な提案を行う。井上（２００８）は，スクール・コミュ
ニティの定義として，学校を核とした，あるいは「学
校」という場や関係を介在させた，人々の結びつきや
関わりの状態を指し，学校やそこにおける子どもを
「縁」として，地域の大人と教師の関わり，学校と地
域社会の協働のあり方を，より良好なものにしていこ
うとする考え方や実践のことであると指摘してい
る７）。本研究の提案はこの定義を用いて考察する。
子どもの育ちに地域住民や保護者が参画することで
当事者意識の醸成になり，学校づくりが地域づくり
へ，コミュニティ・スクールがスクール・コミュニティ
へと展開していくものと考えられる。そのためには，
コミュニティ・スクールや教育に関わる人たちの意識
の高まりとそれぞれの「志」が集まることがスクール・
コミュニティの実現にとって欠かせない。
コミュニティ・スクールは教育政策としてだけでな
く，地方創生に向かう「まちづくり」の中心政策になっ
ていると思う。「ひとづくり」と「まちづくり」を両
輪にして地方創生に向けたまちづくりが行われ，教育
はこの両輪にまたがって，地域が将来にわたって持続
して住みやすく，価値や質の高いまちであるための中
心的な役割を果たすと考えられる。それがコミュニ
ティ・スクールをスクール・コミュニティへと展開さ
せること，スクール・コミュニティを実現させていく
ことの大きな目的である。
スクール・コミュニティの実現と地方創生の前進に
向けたアプローチの考え方を提案する。それは「子ど
もとまちの未来を創るための方策」→「コミュニティ・
スクールの実践」→「教育政策からまちづくり政策に
展開したスクール・コミュニティの実現」→「地方創
生を果たす」というプロセスである。
この提案を実現するには，コミュニティ・スクール
の特徴である地域学校協働本部の活動をさらに生かす
とともに，既に地域の担い手としての場と役割を持
ち，地域づくりの中核となっている地区公民館や地域
福祉における共生型サービスの事業者も参画すること
が望まれる。そして，各々が相互に協働・連携しなが
ら，子どもや地域が抱える課題を地域総がかりで解決
する仕組みを発展させ，子どもが自分の育ってきた地
域に対する愛着や関心を高めながら，地域の一員と
なっていくことを促すことが重要である。
また，コミュニティ・スクールを活用して，学校と
地域が意見を出し合い，学び合いながら活動すること
で地域も持続可能な地域として成熟していくと思う。
子どもとともに大人も学び，活動できる場の提供と
いった視点での学校を核とした地域づくりが進み，
人々が集まり，生涯にわたって学び合うことにより，
スクール・コミュニティが実現できる。そして，ス
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クール・コミュニティが実現すると，子どもとまちの
未来が語られ，協働しながら未来を創るための実践が
起こり，地方が創生されると考えている。
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